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第１章 市川市の概況の把握 

１．市の概況 

（１）概要 

本市は、都心から 20km 圏内の千葉県北西部に位置し、北は松戸市、東は船橋市と鎌ヶ谷市、

南は浦安市と東京湾に面し、また江戸川を隔てて東京都江戸川区と相対しています。都心部と県内

各地域を結ぶ広域交通網の集中する位置にあり、東西方向は JR 総武本線、京葉線などの鉄道や京

葉道路、国道 14 号などの道路があります。 

地形は、北から南に向かってやや傾斜しています。北部の台地はおおむね標高約 20m で、それ

以外は２m 程度の平坦地となっています。 

市の北部は、梨栽培などの農業が盛んで、屋敷林なども多く緑豊かな地域です。また、市の中央

部は、古くからの住宅地が多く、京成線に沿った菅野、八幡の一帯には市の木であるクロマツが点

在し、市の代表的な景観を形成しています。 

市の南部は、高度経済成長期に、営団地下鉄東西線の開業に合わせた区画整理事業によりマンシ

ョンなどの高層住宅が建ち並び、新しい都会的な住宅都市が形成されています。また、東京湾に臨

む埋立地には、京葉工業地帯の一翼を担う工場や物流倉庫などが広がっています。 

 

 

面積 
５６.３９ｋ㎡ 

  東西延長 ８.２ｋｍ  南北延長 １３.４ｋｍ 

人口 

 

総人口：46 万 9,523 人 （平成 25 年 10 月１日現在） 

世帯数：22 万 993 世帯（      〃     ） 

昼間人口     38 万 7,101 人（平成 22 年国勢調査データ） 

 流入人口      6 万 7,685 人（      〃     ） 

 流出人口     16 万 6,367 人（      〃     ） 

 昼夜間人口比率      81.7 ％（      〃     ） 

鉄道 

【鉄道路線および駅数】 

 ＪＲ総武本線 ２駅（市川駅、本八幡駅） 

 ＪＲ武蔵野線   １駅（市川大野駅） 

 ＪＲ京葉線    ２駅（市川塩浜駅、二俣新町駅 

 東京メトロ東西線 ３駅（南行徳駅、行徳駅、妙典駅） 

 都営地下鉄新宿線 １駅（本八幡駅） 

 京成本線   ５駅（国府台駅、市川真間駅、菅野駅、京成八幡駅、鬼越駅） 

 北総鉄道     ２駅（北国分駅、大町駅） 

道路 

【高速道路等】                            【一般国道】 

首都高速湾岸線（千鳥町出入口） 国道 014 号 

東関東自動車道（湾岸市川 IC） 国道 298 号 

 ※東京外かく環状道路を整備中 国道 357 号 

【その他有料道路等】 国道 464 号 

 京葉道路（市川 IC、原木 IC） 
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（２）沿革 

市の北部に広がる台地には、堀之内、曽谷及

び姥山貝塚をはじめとする数多くの遺跡があ

り、古代より人が住みつき生活の場として栄え

てきたことを物語っています。 

7 世紀には現在の国府台周辺に下総の国府

が置かれ、8 世紀には現在の国分に国分寺が建

立されるなど、本市は常に地方行政や文化の中

心として発展してきました。 

江戸時代には、行徳地区が幕府直轄の天領と

なり、製塩や水運で発展しました。明治 6 年

に千葉県の所管となり、明治 22 年の町村制実

施を経て、昭和 9 年 11 月 3 日に市川町、八

幡町、中山町及び国分村が合併し、千葉県では、

千葉市、銚子市についで 3 番目に市制を（約

2,295 ヘクタール）施行しました。 

その後、昭和 24 年 11 月 3 日に大柏村、

30 年 3 月 31 日に行徳町、31 年 10 月 1 日

には南行徳町と合併し、さらに、昭和 3０年代

より、京葉工業地帯の開発計画の一環として、

公有水面埋立事業を実施し、高谷新町、二俣新

町をはじめとする約５００ヘクタールに及ぶ

土地が造成され、市域が拡大してきました。 

昭和 59 年には、市制施行当初の約 2.5 倍

となる市域面積（約 5,639 ヘクタール） と

なり、現在に至っています。 

 

（３）交通状況 

本市には、都心部と県内各地域を結ぶ広域交

通が集中しており、JR 総武本線・京葉線・武

蔵野線、京成本線、東京メトロ東西線、都営新

宿線、北総鉄道といった鉄道や、京葉道路・湾

岸道路などの幹線道路が東西方向に通ってい

ます。さらに、広域交通網として市域を南北に

つなぐ東京外かく環状道路の整備に合わせた

都市計画道路や下水道整備が予定されていま

す。  

出典：市政ガイドブック

図表 市域の変遷 

図表 市内の鉄道及び主な道路 
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２．市の人口特性 

（１）市全体の人口推移 

本市は、首都圏の良好な住宅都市として発展してきたことから、その人口は、わが国の高度経済

成長に合わせて、昭和 30 年代から急激に増加し、平成 5 年には約 44.7 万人まで増加しました。

その後は、ほぼ横ばいか微増傾向となり、平成 21 年の約 47.6 万人をピーク（実際のピークは平

成 22 年 7 月の 476,069 人）に微減傾向に転じ、平成 25 年時点では約 47.0 万人となっていま

す。 

世帯数の推移をみると、昭和 30 年の約 2.8 万世帯が平成 25 年には約 22.1 万世帯となってお

り、最近はほぼ横ばいとなっています。 

また、１世帯当たりの人員をみると、昭和 31 年の 4.7 人/世帯から減少し、平成 25 年には 2.1

人/世帯となっています。 

 

 

 

図表 人口及び世帯数の推移（各年 10 月 1 日） 
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（２）世帯構成の推移 

平成 2２年度の本市の世帯構成は、単独世帯（１人世帯）が約 8.8 万世帯と全体の 40％を占め

ています。2 人世帯は約 6.1 万世帯と全体の 28％となっており、２人世帯以下で全体の約７割を

占めています。 

平成 2 年からの推移をみると、１世帯当たり３～４人、５人以上世帯が減少傾向となっている一

方、単独世帯及び２人世帯が増加しています。 

特に高齢者夫婦のみの世帯及び高齢者単身世帯の割合は平成 2 年の 6％から 20 年間で 16％ま

で増加しています。 

 

 

 

 

 

図表 世帯数の推移（各年 10 月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：国勢調査
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（３）市民の流出・流入状況 

本市では、昼間、市民の約 35％（約 16.6 万人）が通勤・通学等で市外に流出しています。流

出先は、東京都が約 11.3 万人と 68％を占めており、本市が東京のベットタウンとなっているこ

とが分かります。その他の流出先は、船橋市が約 0.9 万人、浦安市が約 0.8 万人、千葉市が約 0.6

万人となっています。 

一方、昼間人口の約 17％（約 6.5 万人）は市外からの通勤・通学者で、流入元は、船橋市及び

東京都が約 1.3 万人、千葉市が約 0.7 万人、松戸市が約 0.7 万人となっており、近隣市からの流

入が多くなっていることが分かります。 

流出・流入人口の推移をみると、流出人口・流入人口共に平成 7 年をピークに減少傾向となって

おり、昼夜間人口比率は年々増加傾向となっています。また、人口は平成 7 年以降、微増または横

ばい傾向となっていることから、増加したリタイア世代が、昼間市内に留まっている傾向にあるこ

とが分かります。 

 

図表 流出・流入人口（平成 2年度）         図表 昼間人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 流出・流入人口の推移（平成 22 年度） 
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（４）年齢階層別の将来人口推計 

年齢３区分（老年人口、生産年齢人口、年少人口）別の人口変化をみると、平成 2 年から平成

22 年までの 20 年間では、人口が約 9％増加する中で、65 歳以上の老年人口は約 3.2 万人から

約 9.1 万人と約３倍に増加しています。年少人口は約 7.7 万人から約 5.7 万人まで約 2 万人減少

しています。また、生産年齢人口は、平成 17 年をピークに減少傾向となっており、将来的な経済

規模の縮小や後継者不足が懸念されます。 

将来人口推計をみると、平成 42 年までに人口が約 12％減少すると予測されています。その内

訳をみると、高齢者人口が平成 42 年で約 12.4 万人と、約 1.4 倍に増加すると予測されている一

方で、年少人口は平成 42 年で約 3.5 万人と、約 2.2 万人減少すると予測されており、年齢構成

が大きく変化することにより、公共施設に求められるサービスのニーズも大きく変化していくもの

と考えられます。 

 

 

図表 将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 22 年までは国勢調査による実数値であり、総人口には年齢不詳も含みます。 

      出典：市川市将来人口推計（平成 24 年度）
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■ ５歳階級別の人口変化 

平成 2 年からの 20 年間をみると、生産年齢人口はほぼ横ばいとなっていますが、その内訳は、

15 歳から 29 歳までの若年層が減少しており、その分 50 歳以上が増加していることが分かりま

す。 

今後の 20 年間では、生産年齢人口自体が２０％減少するだけでなく、特に 30 代から 40 代の

子育て世代が大きく減少することが予測されているため、年少人口が今後 20 年間で約 40％減少

する、さらなる少子化が予測されています。 

老年人口をみると、今後 20 年間では、特に 75 歳以上の高齢者が、急速に増加すると予測され

ています。 

 

 

 

図表 5 歳階級別人口変化 

 

 

 

 

  

出典：市川市将来人口推計（平成 24 年度）
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（５）４地域別の人口（平成 22 年～平成 42 年） 

本市では、市の中央部を東西に横断する鉄道や市の南部を流れる

江戸川放水路などの地形地物により、市域を４つの地域に分けてま

ちづくりを検討しています。 

平成 42 年までの将来人口の変化をみると、市全体では約 12％

減少すると予測されている中、地域ごとの人口変化をみると、地域

全体では、一律減少傾向となっていますが、減少割合は北西部地域

の９％から南部地域の 14％減少と差があります。 

図表 ４地域別の５歳階級別人口変化（平成 22 年～平成 42 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：市川市将来人口推計（平成 24 年度）
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平成 22 年度時点の中部地域及び南部地域においては、北東部地域、北西部地域と比べ生産年齢

人口割合が 70％から 74％と高く、特に 30 代から 40 代までの子育て世代が多くなっていまし

たが、平成 42 年までに大きく減少することが予測されています。 

南部地域では、30 代から 40 代までの子育て世代が約４割減少すると予測され、年少人口も５

割近く減少すると予測される一方、65 歳以上の老年人口は８割近く増加すると予測されており、

他の地域と比べ、人口構成が大きく変化することが予測されています。 

 

図表 ４地域別の５歳階級別人口変化（平成 22 年～平成 42 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：市川市将来人口推計（平成 24 年度）
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（６）12 地区ごとの将来人口推計（平成 22 年～平成 42 年） 

より詳細な 12 地区ごとの将来人口推計をみると、市川地区や八幡地区、市川駅南地区といった

再開発が行われた駅周辺では、横ばい又は増加すると予測されています。 

また、同じ中部地域でも、信篤地区では、平成 42 年までに３割近く減少すると予測されており、

同一地域内でも人口変化が異なることが分かります。 

 

図表 12 地区別の全体人口変化（平成 22 年～平成 42 年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 22 年 

47.4 万人 

平成 42 年 

41.9 万人 

（12％減） 

出典：市川市将来人口推計（平成 24 年度）

凡例：将来人口変化
（平成22年～42年）

０％以上

－５％以上～ －15％未満

－１％以上～ －５％未満

－15％以上～－25％未満

－25％以上

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

市全体 473,919 -1.9% -4.5% -7.8% -11.6%

大柏 38,535 -2.7% -5.6% -9.2% -13.5%

宮久保 20,869 -2.4% -5.5% -9.0% -13.0%

中山 37,653 -1.2% -3.2% -5.8% -8.8%

曽谷 25,384 -1.4% -3.6% -6.9% -11.0%

国分・国府台 26,437 -4.7% -10.1% -15.7% -21.9%

市川 20,950 1.7% 2.7% 2.1% 0.2%

八幡 25,675 3.5% 2.9% 2.0% 0.6%

市川駅南 50,729 1.6% 2.7% 3.0% 2.8%

本八幡駅南 37,583 -2.9% -6.2% -10.5% -15.4%

信篤 29,645 -8.8% -15.3% -21.7% -28.9%

行徳 65,896 -0.4% -2.4% -4.7% -7.4%

南行徳 94,564 -3.5% -7.9% -13.1% -18.7%
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人
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・
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名
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■ 老年人口（65 歳以上）の変化（平成 22 年～平成 42 年） 

老年人口割合の変化を 12 地区ごとに詳細に見ていくと、市川駅の周辺では高齢化が緩やかに進

むと予測されています。また、市の北部や南部では、平成 42 年には老年人口割合が 30％以上と

高くなると予測され、特に市の南部において急激な高齢化の進行が予測されています。 

図表 12 地区別の老年人口割合の変化（平成 22 年～平成 42 年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 年少人口（14 歳以下）の変化（平成 22 年～平成 42 年） 

年少人口の変化を 12 地区ごとに詳細に見ていくと、市川地区は約 8％増加すると予測されてい

る一方、市北部の大柏地区や南部の行徳地区等市域の多くでは５割近く減少すると予測されていま

す。 

図表 12 地区別の年少人口の変化（平成 22 年～平成 42 年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：将来人口推計（平成 24 年度）

凡例：老年人口割合

20％未満

25％以上～30％未満

20％以上～25％未満

30％以上
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３．市のまちづくり 

（１）これまでの開発動向 

昭和 30 年代までは、ＪＲ総武本線沿線、京成本線沿線を中心に土地区画整理事業等が行われて

いました。 

その後、昭和 40 年代に入り、行徳地区で東京メトロ東西線の開業（昭和 44 年）と共に沿線で

の土地区画整理事業が一斉に行われました。また、昭和４８年より大野周辺でも比較的広範囲な土

地区画整理事業が行われ、ＪＲ武蔵野線が延伸開業（昭和５３年）しています。 

このように、本市では、鉄道の開業等に合わせ土地区画整理事業等によって開発が進められてき

ました。 

図表 土地区画整理事業の経過 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：市川市の都市基盤（概要）

東京メトロ 

（営団地下鉄） 

東西線 

昭和 44 年 

開業 

JR 総武本線 

（総武鉄道） 

明治 27 年 

開業 

京成本線 

（京成電気軌道） 

大正 3年 

開業 

（押上～市川真間） 

京成本線 

（京成電気軌道）

大正 4年 

開業 

（市川真間 

～中山間）

北総鉄道 

（北総開発鉄道） 

平成 3年 

開業 JR 武蔵野線 

（国鉄武蔵野線）

昭和 53 年 

開業 

JR 京葉線 

昭和 63 年 

開業 

都営地下鉄新宿線 

平成元年 

開業 
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（２）地域特性 

市内の特性をみると、京成本線とＪＲ総武本線周辺に都市機能が集積した中心市街地が形成され

ており、ＪＲ総武本線より南部には良好な都市空間が形成されています。 

一方、北部には農地等が広がり、臨海部の埋め立て地域には、工場が集積している等、市内にお

いて、まちの成り立ちなどにより、人口分布や土地利用等の特性が大きく異なっていることが分か

ります。 

図表 市内の地域特性 
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